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意⾒書 

 
2023 年 4 ⽉ 4 ⽇ 

 
総務省 ⾃治⾏政局 住⺠制度課 
マイナンバー制度⽀援室 御中 
 

105-0001 

東京都
とうきょうと

港区
みなとく

⻁ノ⾨
とらのもん

1-21-19 東 急
とうきゅう

⻁ノ⾨
とらのもん

ビル 

⼀般社団法⼈ ⽇本
に ほ ん

ユニファイド通信
つうしん

事業者
じぎょうしゃ

協 会
きょうかい

 

会 ⻑ 近藤
こんどう

 邦昭
くにあき

 

 
連絡先  

事務局 
電話   050-6875-3990 
電⼦メールアドレス  sec@jusa.jp 

 
 
「電⼦署名等に係る地⽅公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律施⾏規則の 
⼀部を改正する命令（案）、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法 
律の⼀部の施⾏に伴う関係省令の整備に関する省令（案）及び平成⼗五年総務省告⽰第七 
百六号（認証業務及びこれに附帯する業務の実施に関する技術的基準）の⼀部を改正する 
件（案）に対する意⾒募集」に関し、別紙のとおり意⾒を提出します。 
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別紙 

 

該当箇所 当協会の意⾒ 
総論 本案に賛同します。 

当協会はユニファイド通信の事業者団体として、会員事業者と共にクラウ
ド電話サービスや携帯電話のメッセージングサービスをはじめとしたユニ
ファイド通信サービス全般の健全な普及・利活⽤を推進しています。 
電気通信サービスが今後も社会的な信頼性を確保するために、契約者の本

⼈性確認が正しく⾏われることは⾮常に重要です。 
⼀⽅で、本⼈性確認を可能な限りシンプルなものとしていくことは国⺠の

利便性確保の観点、および通信事業者の⽣産性向上、産業の健全な発展の
観点からも⾮常に重要です。現在認められている多様な本⼈確認書類を削
減・集約し、マイナンバーを標準的な本⼈確認書類として普及させること
は、国⺠の利便性向上や確実な本⼈確認の実施の観点で必要不可⽋です。
本案はこれらを推進するものであるため賛同します。 
また、今後、マイナンバーによる本⼈確認をひろく普及させるために、地
方公共団体情報システム機構の継続的なサービス品質の向上や運⽤コスト
の低減、およびマイナンバーを利⽤して本⼈確認を⾏う事業者（eKYC事業
者）の参⼊障壁の低減による競争の確保等、マイナンバーの利⽤の推進や
品質向上、コストの低減にむけたインセンティブが確保される観点での議
論が⾏われることも要望します。 


